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平成 15 年 5 月期    個別財務諸表の概要        平成 15年 7 月 16 日 
 

上 場 会 社 名        株式会社クリード         上場取引所（所属部）        大阪証券取引所(ヘラクレス) 

コ ー ド 番 号         ８８８８ 
（ＵＲＬ http://www.creed.co.jp） 
代 表 者  代表取締役社長  宗吉 敏彦 
問合せ先責任者  取 締 役 副 社 長  松木 光平  ＴＥＬ (03) 5575 － 2010 
決算取締役会開催日   平成 15 年 7 月 16 日           中間配当制度の有無    有 
定時株主総会開催日    平成 15 年 8 月 28 日           単元株制度採用の有無    無 
 
１．15 年 5 月期の業績（平成 14 年 6 月 1 日～平成 15 年 5 月 31 日） 

※金額は千円未満切捨 

(1) 経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 千円 ％  千円 ％  千円 ％ 

15 年 5 月期   6,053,361 （111.4）  917,404 （ 81.8）  898,370 （109.8）  

14 年 5 月期   2,863,496 （  1.8）  504,591 （110.4）  428,302 （143.8）  

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 千円 ％  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

15 年 5 月期 594,535 （142.6）  8,284 36  8,146 89 10.2 7.2 14.8 

14 年 5 月期 245,091 （117.9）  4,100 45  ─  10.6 8.6 15.0 

 (注)① 期中平均株式数    15 年 5 月期  71,766 株    14 年 5 月期  59,772 株 
   ② 会計処理の方法の変更    無 
 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中間 期末 

配当金総額 
（年間） 

配当性向 株主資本配当率 

   円 銭    円 銭 円 銭 千円 ％ ％ 

15 年 5 月期 1,000 00 ―  1,000 00 72,147 12.1 1.2 

14 年 5 月期 ― ― ― ― ― ― 

(3) 財政状態                                 

 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 千円 千円 ％ 円  銭 

15 年 5 月期 15,425,378 6,158,881 39.9 85,365  73 

14 年 5 月期 9,480,968 5,465,930 57.7 52,591    56 

(注)① 期末発行済株式数   15 年 5 月期   72,147 株      14 年 5 月期  61,712 株 
  ② 期末自己株式数   15 年 5 月期     － 株      14 年 5 月期    － 株 
 
２．16 年 5 月期の業績予想（平成 15 年 6 月 1 日～平成 16 年 5 月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 千円 千円 千円  円 銭 円 銭 円 銭 

中間期 2,700,000 780,000 460,000 

通 期 6,200,000 1,200,000 710,000 

― 
― 

― 
1,000 00 

― 
1,000 00 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 9,841 円 02 銭 

※ 上記の業績予想につきましては、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は

様々な重要な要因によって、上記予想数値とは大きく異なる結果となる可能性があります。 

なお、上記業績予想に関する事項は決算短信(連結)の添付資料 7ページをご参照ください。 
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１．財務諸表 
(1) 貸借対照表     （単位：千円） 

第  ６  期 
（平成14年 5月31日現在） 

第  ７  期 
（平成15年 5月31日現在） 増 減 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（資産の部）    ％   ％  

Ⅰ 流動資産         

1. 現金及び預金   2,985,842   2,552,390   

2. 売掛金    34,836   111,408   

3. 販売用不動産 ※1  1,196,071   4,601,105   

4．仕掛販売用不動産 ※1  432,906   －   

5. 貯蔵品   1,154   797   

6．前渡金   10,505   －   

7．前払費用   23,909   35,984   

8. 繰延税金資産   14,065   26,920   

9. 関係会社短期貸付金   822,400   696,356   

10. 預け金   －   382,622   

11. その他   43,882   159,568   

貸倒引当金   △1,778   △853   

 流動資産合計   5,563,796 58.7  8,566,301 55.5 3,002,504 

Ⅱ 固定資産         

1. 有形固定資産         

(1) 建物 ※1 56,386   669,443    

減価償却累計額  11,737 44,649  21,358 648,085   

(2) 工具器具及び備品  32,588   41,456    

減価償却累計額  16,666 15,922  25,408 16,047   

(3) 土地 ※1 －  202,506   

(4) 建設仮勘定  
 

－  
 
5,168   

有形固定資産合計   60,571 0.6  871,808 5.7 811,237 

2. 無形固定資産         

(1) 特許権   2,297   2,005   

(2) 商標権   2,930   2,598   

(3) ソフトウェア   9,293   8,089   

(4) 電話加入権   1,031   1,252   

無形固定資産合計   15,553 0.2  13,945 0.1 △1,607 

3. 投資その他の資産         

(1) 投資有価証券   130,764   559,158   

(2) 関係会社株式   166,612   88,112   

(3) 出資金   84,182   96,474   

(4) 関係会社出資金   46,000   46,000   

(5) 匿名組合出資金   1,542,351   2,591,808   

(6) 関係会社匿名組合出資金 ※3  1,748,008   2,391,141   

(7) 関係会社長期貸付金   15,000   15,000   

(8) 長期前払費用   4,361   17,159   

(9) 敷金及び保証金   89,993   89,993   

(10) その他   5,135   45,489   

貸倒引当金   △30   △15   

投資その他の資産合計   3,832,380 40.4  5,940,323 38.5 2,107,942 

 固定資産合計   3,908,505 41.2  6,826,077 44.3 2,917,572 



 
 

 

－3－ 

 

 

 
（単位：千円） 

第  ６  期 
（平成14年 5月31日現在） 

第  ７  期 
（平成15年 5月31日現在） 増 減 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

Ⅲ 繰延資産    ％   ％  

 社債発行費   8,666   33,000   

 繰延資産合計   
 
8,666 0.1  33,000 0.2 24,333 

 資産合計   9,480,968 100.0  15,425,378 100.0 5,944,410 

 （負債の部）         
Ⅰ 流動負債         

1.  買掛金   20,687   65,137   

2.  短期借入金 ※1,4,7  1,854,221   2,626,500   

3.  １年以内返済長期借入金 ※1  89,260   381,500   

4.  未払金   28,607   65,802   

5.  未払費用   50,382   62,600   

6.  未払法人税等   144,916   242,806   

7.  前受金   18,582   78,226   

8.  預り金   3,071   8,990   

9.  その他   20,035   1,336   

 流動負債合計   2,229,766 23.5  3,532,899 22.9 1,303,133 

Ⅱ 固定負債         

1.  社債   550,000   2,350,000   

2.  長期借入金 ※1  1,065,548   2,535,500   

3.  繰延税金負債   11,287   64,453   

4.  預り保証金   154,502   737,316   

5.  その他   3,934   46,327   

 固定負債合計   1,785,271 18.8  5,733,597 37.2 3,948,325 

 負債合計   4,015,037 42.3  9,266,497 60.1 5,251,459 

 （資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※5,6  1,362,035 14.4  － －  

Ⅱ 新株式払込金 ※6  2,220,400 23.4  － －  

Ⅲ 資本準備金 ※6  1,424,550 15.0  － －  

Ⅳ 利益準備金   1,500 0.0  － －  

Ⅴ その他の剰余金         

    1. 当期未処分利益   441,889   －   

 その他の剰余金合計   441,889 4.7  － － △441,889 

Ⅵ その他有価証券評価差額金    15,555 0.2  － － △15,555 

 資本合計   5,465,930 57.7  － － △5,465,930 

          

Ⅰ 資本金   － －  2,481,003 16.1 2,481,003 

Ⅱ 資本剰余金         

    1. 資本準備金   －   2,543,517   

 資本剰余金合計   － －  2,543,517 16.5 2,543,517 

Ⅲ 利益剰余金         

    1. 利益準備金   －   1,500   

    2. 当期未処分利益   －   1,036,424   

 利益剰余金合計   － －  1,037,924 6.7 1,037,924 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   － －  96,434 0.6 96,434 

 資本合計   － －  6,158,881 39.9 6,158,881 

 負債資本合計   9,480,968 100.0  15,425,378 100.0 5,944,410 
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(2) 損益計算書    

（単位：千円）

第  ６  期 第  ７  期 

自 平成13年 6月 1日 自 平成14年 6月 1日 ( 至 平成14年 5月31日 ) ( 至 平成15年 5月31日 ) 
増 減 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

    ％   ％  

Ⅰ 売上高 ※1  2,863,496 100.0  6,053,361 100.0 3,189,864 

Ⅱ 売上原価         

1.  期首たな卸高  589,245   1,628,977    

2.  当期仕入高  2,537,840   7,161,495    

合計  3,127,639   8,790,472    

3.  期末たな卸高  1,628,977 1,498,662 52.3 4,601,105 4,189,367 69.2 2,690,705 

  売上総利益   1,364,834 47.7  1,863,994 30.8 499,159 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2  860,243 30.0  946,589 15.6 86,345 

  営業利益   504,591 17.7  917,404 15.2 412,813 

Ⅳ 営業外収益 ※1        

1.  受取利息  8,157   12,636    

2.  受取配当金 ※1 455   151,095    

3.  受取家賃  6,154   －    

4.  雑収入  6,049 20,816 0.7 11,390 175,122 2.8 154,305 

Ⅴ 営業外費用         

1.  支払利息  40,039   113,643       

2.  社債利息  5,403   6,333    

3.  社債発行費償却  5,093   18,666    

4.  新株発行費  24,137   9,172    

5.  支払手数料  14,792   40,041    

6.  為替差損  855   －    

7.  雑損失  6,783 97,105 3.4 6,298 194,156 3.2 97,051 

  経常利益   428,302 15.0  898,370 14.8 470,068 

Ⅵ 特別利益         

1.  前期損益修正益 ※3 －   9,794    

2.  投資有価証券売却益  18,033   45,755    

3.  貸倒引当金戻入額  2,311 20,344 0.7 939 56,490 0.9 
 
36,145 

Ⅶ 特別損失         

1.  関係会社整理損  －   609    

2.  投資有価証券売却損  15,219 15,219 0.5 － 609 0.0 △14,610 

  税引前当期純利益   433,427 15.2  954,252 15.7 520,824 

  法人税､住民税及び事業税  190,100   374,278    

  法人税等調整額  △1,764 188,335 6.6 △14,561 359,716 5.9 171,380 

  当期純利益   245,091 8.6  594,535 9.8 349,443 

  前期繰越利益   196,797   441,889  245,091 

  当期未処分利益   441,889   1,036,424  594,535 
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(3) 利益処分計算書（案）  （単位：千円）

第  ６  期 

株主総会承認日 
平成14年 8月27日 

第  ７  期 

株主総会予定日 
平成15年 8月28日 

期  別 
 
 
科  目 金 額 金 額 

      

Ⅰ 当期未処分利益   441,889  1,036,424 

Ⅱ 利益処分額      

配当金   ―  72,147 

    (1株につき1,000円) 

Ⅲ 次期繰越利益   441,889  964,278 
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重要な会計方針 
第  ６  期 第  ７  期 

自 平成13年 6月 1日 自 平成14年 6月 1日 ( 至 平成14年 5月31日 ) ( 至 平成15年 5月31日 ) 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しておりま

す。 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 販売用不動産及び仕掛販売用不動産 

個別法による原価法を採用しております。 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 販売用不動産 

個別法による原価法を採用しております。 

(2) 貯蔵品 

同左 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月

1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しております。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物        6～24年 

  工具器具備品    4～15年 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月

1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用しております。 

主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物        6～38年 

      工具器具備品    4～15年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。ただし、ソフトウェ

ア（自社利用）については、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(3) 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

５．繰延資産の処理方法 

(1) 新株発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 

(2) 社債発行費 

商法の規定に基づき社債償還期限までの期間に対

応して最長３年で均等償却しております。 

５．繰延資産の処理方法 

(1) 新株発行費 

同左 

(2) 社債発行費 

同左 

 

６．引当金の計上基準 

 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

６．引当金の計上基準 

 貸倒引当金 

同左 
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第  ６  期 第  ７  期 
自 平成13年 6月 1日 自 平成14年 6月 1日 ( 至 平成14年 5月31日 ) ( 至 平成15年 5月31日 ) 

７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

７．リース取引の処理方法 

同左 

８．重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たすキャップ取引について

は、特例処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段･･･金利キャップ 

 

ヘッジ対象･･･借入金 

③ ヘッジ方針 

金利リスクの逓減ならびに金融収支改善のため、

ヘッジを行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件を満たしている場合は、有効性

の評価を省略しております。 

８．重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たすものについては、特例

処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段･･･金利キャップ 

       金利スワップ 

ヘッジ対象･･･借入金 

③ ヘッジ方針 

同左 

 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９．その他財務諸表作成の為の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっており、控

除対象外消費税等は当期の費用として処理しており

ます。なお、固定資産に係る控除対象外消費税等は

長期前払費用に計上し、５年間で均等償却しており

ます。 

９．その他財務諸表作成の為の基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

同左 

 

 

 

 (2) 匿名組合出資金の会計処理 

当社は匿名組合出資を行っております。匿名組合

の財産の持分相当額を「匿名組合出資金」として計

上しております。匿名組合への出資時に「匿名組合

出資金」を計上し、匿名組合の営業により獲得した

損益の持分相当額については、「営業損益」に計上

するとともに同額を「匿名組合出資金」に加減し、

営業者からの出資金（営業により獲得した損益の持

分相当額を含む）の払い戻しについては、「匿名組

合出資金」を減額させております。 

 (2) 匿名組合出資金の会計処理 

同左 

  (3) 自己株式及び法定準備金取崩会計基準 

当事業年度から｢自己株式及び法定準備金の取崩

等に関する会計基準｣(平成14年2月21日 企業会計基

準第１号)を適用しております。 

この変更に伴う損益に与える影響はありません。 

  (4) 貸借対照表の表示形式 

財務諸表等規則の改正により当事業年度から｢資

本準備金｣は｢資本剰余金｣の内訳として、｢利益準備

金｣と｢当期未処分利益｣は｢利益剰余金｣の内訳とし

て表示しております。 



 
 

 

－8－ 

 

 

 
第  ６  期 第  ７  期 
自 平成13年 6月 1日 自 平成14年 6月 1日 ( 至 平成14年 5月31日 ) ( 至 平成15年 5月31日 ) 
           

 (5) １株当たり当期純利益に関する会計基準等 

当事業年度から｢１株当たり当期純利益に関する

会計基準｣（平成14年9月25日 企業会計基準第２号）

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（平成14年9月25日 企業会計基準適用指針

第４号）を適用しております。 

なお、同会計基準及び適用指針の適用に伴う影響

については、（１株当たり情報）における注記事項

に記載のとおりであります。 

 
 
表示方法の変更 

第  ６  期 第  ７  期 
自 平成13年 6月 1日 自 平成14年 6月 1日 ( 至 平成14年 5月31日 ) ( 至 平成15年 5月31日 ) 

(貸借対照表) 

(1) 未収入金に係る表示方法の変更 

従来、区分掲記していた｢未収入金｣は、金額に重要

性がなくなったため、流動資産の「その他」に含めて

表示することに変更いたしました。なお、当期の流動

資産の｢その他｣に含めた未収入金の金額は30,057千

円であります。 

(2) 立替金に係る表示方法の変更 

従来、区分掲記していた｢立替金｣は、金額に重要性

がなくなったため、流動資産の「その他」に含めて表

示することに変更いたしました。なお、当期の流動資

産の｢その他｣に含めた立替金の金額は2,230千円であ

ります。 

(3) 関係会社短期貸付金に係る表示方法の変更 

従来、流動資産の「短期貸付金」に含めて表示して

いた「関係会社短期貸付金」は、当期より区分掲記し

ております。なお、前期の流動資産の「短期貸付金」

に含まれている「関係会社短期貸付金」は567,400千

円であります。 

(4) 未払費用に係る表示方法の変更 

従来、流動負債の「その他」に含めて表示していた

「未払費用」は、当期より区分掲記しております。な

お、前期の流動負債の「その他」に含まれている「未

払費用」は2,977千円であります。 

(5) 預り金に係る表示方法の変更 

従来、流動負債の「その他」に含めて表示していた

「預り金」は、当期より区分掲記しております。なお、

前期の流動負債の「その他」に含まれている「預り金」

は21,693千円であります。 

(貸借対照表) 

(1) 預け金に係る表示方法の変更 

 前期まで流動資産の｢その他｣に含めて表示してい

た｢預け金｣は、資産の合計額の100分の1を超えるこ

ととなったため区分掲記することに変更いたしまし

た。なお、前期における｢預け金｣の金額は1,372千円

であります。 

(損益計算書) 

(1) 為替差損 

従来、区分掲記していた｢為替差損｣は、金額に重要

性がなくなったため、営業外費用の「雑損失」に含め

て表示することに変更いたしました。なお、当期の営

業外費用の「雑損失」に含めた為替差損の金額は724

千円であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係）  

第  ６  期 
（平成14年 5月31日現在） 

第  ７  期 
（平成15年 5月31日現在） 

※１ 担保資産及び担保付債務 ※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次の通りであります。 担保に供している資産は次の通りであります。 

 販売用不動産 1,184,896千円   販売用不動産 4,583,448千円  

 仕掛販売用不動産 432,906     建物     608,091  

     土地     202,506   

     関係会社保有販売用不動産     782,151  

    

    

なお、上記のうち、販売用不動産631,395千円について

は、保証委託契約に基づくものであります。 

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

 短期借入金  805,000千円   短期借入金 2,078,000千円  

 １年以内返済長期借入金   30,600     １年以内返済長期借入金 131,500  

 長期借入金  397,300     長期借入金 2,036,000  

  計 1,232,900      計 4,245,500  

２ 保証債務 ２ 保証債務 

次の連結子会社について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。 

次の連結子会社について、金融機関からの借入に対

し債務保証を行っております。 

 保 証 先 金 額 内 容  保 証 先 金 額 内 容  

 ㈲ﾌﾟﾗｲﾑ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾂｰ 388,000千円 借入債務  ㈲ﾘｻﾞｰﾌﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｽﾘｰ 482,000千円 借入債務  

 ㈲ﾌﾟﾗｲﾑ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｽﾘｰ 408,500千円 借入債務  ㈲ﾏｷｼﾑ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾜﾝ 382,000千円 借入債務  

 ㈲ｱﾙﾏﾀﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ 478,000千円 借入債務  ㈲ｱﾙﾏﾀﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ 456,000千円 借入債務  

 ㈲ﾘｻﾞｰﾌﾞ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｽﾘｰ 775,000千円 借入債務  ㈱ｸﾘｰﾄﾞｺｰﾎﾟﾚｰﾄｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ 47,465千円 借入債務  

 計 2,049,500千円   計 1,367,465千円   

  
※３  当社の関係会社を営業者とする匿名組合に対する ※３          同左 

出資金であります。  

 ※４ 運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２  

行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結

しております。これら契約に基づく当期末の借入実行

残高は次のとおりであります。 

 ※４ 運転資金の効率的な調達を行うため金融機関６社 

と貸出コミットメント契約を締結しております。これ

ら契約に基づく当期末の借入実行残高は次のとおりで

あります。 

 

当座貸越限度額及び 

貸出コミットメントの総額 

借入実行残高 

 

900,000 

505,000 

千円   

 

貸出コミットメントの総額 

借入実行残高 

 

2,700,000 

837,000 

千円  

差引額 395,000  差引額 1,863,000  

  
※５ 授権株式数及び発行済株式総数 ※５ 授権株式数及び発行済株式総数 

  授権株式数 190,848株   授権株式数   普通株式  190,848株  

  発行済株式総数 61,712株  発行済株式総数 普通株式   72,147株 
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第  ６  期 

（平成14年 5月31日現在） 
第  ７  期 

（平成15年 5月31日現在） 

 ※６  新株式払込金は、平成14年5月31日を払込期日とし

て、新株式10,000株(1株の発行価額222,040円)の払込

によるものであります。なお、平成14年6月1日付で、

1,110,200千円を資本金に1,110,200千円を資本準備金

にそれぞれ振り替えております。 

  

※７ 関係会社項目   

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。 
 

 短期借入金 308,621 千円     

  ８ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は96,434千円であ

ります。 

 
 
（損益計算書関係）  

第  ６  期 第  ７  期 
自 平成13年 6月１日 自 平成14年 6月１日 ( 至 平成14年 5月31日 ) ( 至 平成15年 5月31日 ) 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

 売上高 747,961 千円   受取配当金 150,000 千円 

 営業外収益 7,757      

        
※２  販売費に属する費用のおおよその割合は5％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は95％であり

ます。 

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※２  販売費に属する費用のおおよその割合は3％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は97％であり

ます。 

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  広告宣伝費 29,334 千円   役員報酬 99,887 千円 

  役員報酬 91,574    給与手当 261,977  

  給与手当 233,155    賞与 112,395  

  賞与 94,282    法定福利費 62,013  

  法定福利費 44,350    支払手数料 99,772  

  支払手数料 70,667    地代家賃 102,514  

 顧問料 14,013      

  地代家賃 102,525      

  保険料 7,286       

  租税公課 19,994      

  減価償却費 15,056      

  旅費交通費 15,315      

     ※３ 前期損益修正益の内訳 

     出資分配金 9,794 千円 
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（リース取引関係）  

第  ６  期 第  ７  期 
自 平成13年 6月 1日 自 平成14年 6月 1日 ( 至 平成14年 5月31日 ) ( 至 平成15年 5月31日 ) 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 28,867千円   １年内      30,879千円   

１年超 80,153     １年超            53,186         

合計 109,020     合計            84,066         

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 28,256千円 支払リース料 32,648千円 

減価償却費相当額 25,450   減価償却費相当額 29,456   

支払利息相当額 4,027   支払利息相当額 3,781   

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 

１年超 

1,680

2,940

千円 １年内 

１年超 

1,680

1,260

千円  

 合 計 4,620  

     

 合 計 2,940 

 

         

 
（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成13年 6月 1日 至 平成14年 5月31日）及び当事業年度（自 平成14年 6月 1日 至 平成15年 5

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高 
相当額 

 千円 千円 千円 

工具器具及び備品 108,731 51,552 57,178 

ソフトウェア 46,572 23,223 23,349 

合計 155,303 74,775 80,527 

 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

工具器具及び備品 104,817 31,410 73,407 

ソフトウェア 46,572 13,908 32,663 

合計 151,390 45,319 106,071 
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（税効果会計関係）    

第  ６  期 
（平成14年 5月31日現在） 

第  ７  期 
（平成15年 5月31日現在） 

１. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

繰延税金資産（流動）   繰延税金資産（流動）   

未払事業税 12,974  未払事業税 25,889  

買掛金否認額 1,090  買掛金否認額 1,031  

計 14,065  計 26,920  

繰延税金負債（固定）   繰延税金負債（固定）   

その他有価証券評価差額金 △11,287  その他有価証券評価差額金 △66,159  

計 △11,287  減価償却超過分 1,706  

   繰延税金資産の純額 2,778  計 △64,453  

   繰延税金負債の純額 △37,533  

 
 地方税等の一部を改正する法律（平成15年法律第9

号）が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、当期

における繰延税金負債の計算（ただし、平成16年6月1

日以降解消が見込まれるものに限る）に使用した法定

実効税率は、前事業年度の42.05％から40.69％に変更

しております。その結果、繰延税金負債（繰延税金資

産の金額を控除した金額）が2百万円減少し、その他有

価証券評価差額金が2百万円増加しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の 

  負担率との間の差異の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率の差異が法定実効税率の100分の5以下であ

るため、記載を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の 

  負担率との間の差異の内訳 

           同左 
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(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

第６期 第７期 
自 平成13年 6月 1日 自 平成14年 6月 1日  

(至 平成14年 5月31日 ) ( 至 平成15年 5月31日 ) 
１株当たり当期純利益   

当期純利益(千円) ― 594,535 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益(千円) ― 594,535 

普通株式の期中平均株式数(株) ― 71,766 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額(千円) ― ― 

普通株式増加数(株) ― 1,211 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益に含めなかった潜在株式の概
要 

― 
旧商法第 280 条ノ 19 第 1 項に規定
するストックオプション制度に係
る潜在株式(普通株式 869 株) 

 

（１株当たり情報）    

第  ６  期 第  ７  期 
自 平成13年 6月 1日 自 平成14年 6月 1日 ( 至 平成14年 5月31日 ) ( 至 平成15年 5月31日 ) 

１株当たり純資産額 52,591.56円 １株当たり純資産額 85,365.73円 

１株当たり当期純利益 4,100.45円 １株当たり当期純利益 8,284.36円 

  
潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益 

8,146.89円 

当事業年度から｢１株当たり当期純利益に関する会計

基準｣（平成14年9月25日 企業会計基準第２号）及び「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（平

成14年9月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用し

ております。 

なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に適用して

算定した場合の１株当たり情報については、以下のとおり

となります。 

１株当たり純資産額 52,591.56円 

１株当たり当期純利益 4,100.45円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、期末現在未行使の新株引受権が存在しないこと

及び転換社債の発行がないため記載しておりません。 

 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益 

3,992.45円 
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(重要な後発事象)    

第  ６  期 第  ７  期 

自 平成13年 6月 1日 自 平成14年 6月 1日 ( 至 平成14年 5月31日 ) ( 至 平成15年 5月31日 ) 
当社は、平成14年5月8日開催の取締役会の決議に基

づき、次のとおり公募による新株式の発行を行ってお

ります。 

１．新株式発行要領 

(1) 発行新株式数 額面普通株式 10,000株 

(2) 発行価額 １株につき 222,040円 

(3) 発行価額の総額 2,220,400千円 

(4) 資本組入額 １株につき 111,020円 

(5) 資本組入額の総額 1,110,200千円 

(6) 払込期日 平成14年5月31日 

２．増資の理由及び資金の使途 

当社グループがアセットマネジメントを行う不

動産ファンドへの投資、当社関係会社への投融資及

び当社における不動産投資に充当するものであり

ます。 

なお、投融資先関係会社においては、投資事業（主

に不動産ファンドへの投資、不動産ファンドへの移

行を視野に入れた不動産取得）に充当するものであ

ります。 
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２．役員の異動 
（株主総会予定日 平成 15 年 8 月 28 日） 

(1) 代表者の異動 

該当事項はありません。 

(2) その他の役員の異動 

① 新任取締役候補 

  樋口 貞治 

② 新任監査役候補 

  藤野 英人 

    (注) 藤野英人氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第 18 条第 1 項に定める 

       社外監査役候補者であります。 

③ 退任予定監査役 

 監査役 長谷川 斉 

(3) 就任予定日 

     平成 15 年 8月 28 日 
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